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人材マネジメント部会における気づきと学び 

 

長野県企画振興部総合政策課 北澤 浩、総務部行政改革課  滝澤 正崇、自治研修所 中沢洋子 

 

１ 活動の概要と経過 

 (1) 現状の課題の整理 

    メンバーで現状の課題について討議し整理した。 

 ① 共通の目的（行政経営理念*、５カ年計画）はあるが、職員に十分に共有（意識して 

行動する）されていない。 

    ② 仕事に対する情熱や満足度について、職位が下がるほど低くなっている。 

    ③ 多忙感や負担感が増している。 

    ④ 所属間、部局間のコミュニケーション（目的を達成するための意思疎通）が不足してい

るため、仕事の重複や押し付け合い（無駄）がある。 

⑤ 人事評価制度のうち業績評価のための上司との個別面談の機会は、所属内のコミュニケ

ーションがとれ良い機会という職員の声もある。 

 

    ①、④、⑤についてはメンバーの実感から、②、③については他機関実施のアンケート調査）

から導き出した。 *長野県行政経営理念は最終頁参照 

   

(2) 職場の課題に関するアンケートの実施 

  新任課長級職員は、職場の課題についてどのように考えているのか把握するため「職場の課

題に関するアンケート」調査を実施した。 

   

 調査実施時期： 平成 26年６月 

 調査対象者 ： 課長級課程研修の受講者 

 回答数   ：  １１４ （県庁 27、現地機関 83、不明４） 

 

◇ 設問１  あなたの職場(所属)の課題は何であるとお考えですか(上位３つ) 

回答者が、第１位に上げたのは、「仕事量が多い・人員不足」（37人、32.5%）、「ノウハウ・

技術の伝承」（31人、27.2%）、「年齢構成の偏り」（13 人、11.4%）の順であったが、１位から３

位までの累計では、「ノウハウ・技術の伝承」(70人、61.4%)を課題と感じている人が「仕事量

が多い、人員不足」（53 人、46.5%）よりも多くなっている。続いて「年齢構成の偏り」(43人、

37.7%)、「人材（能力）不足」（33 人、28.9%）、「予算不足」(30人、26.3%)の順となっている。 
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◇ 設問２ あなたの「職場（所属）」の良いところは何であるとお考えですか。（自由記載） 

＜ 主なもの ＞ 

  「課内のコミュニケーションが活発。職員間のコミュニケーションがとれている。」(21人)、

「自由に意見が言える」(17人)、「チームワークがよい」(16人)、「相談しやすい雰囲気が

ある」（13人）、「個々の職員が意欲をもって仕事に取り組んでいる」（10人）、「明るい、活

気がある」(９人)、「風通しがよい」（８人）。 

自分の職場（所属）を、「コミュニケーションがとれ、明るい職場」ととらえる回答者が多

かった。 

 

◇ 設問３ 県全体の組織的な課題は何であるとお考えですか。（自由記載） 

＜ 主なもの ＞  

 〇年齢構成の偏り・ノウハウ・技術の伝承 

  ・ 中堅の職員が少なく、10年後の組織の形が見えてこない。 

  ・ 30代の実務職員がいないため、ここぞというときの馬力がない組織になっている。 

・ 10年先、15年先に、特に技術職について、急激な職員減少により県の運営に支障がでる

ことが目に見えている。 

・ 若い職員と経験の浅い職員がほとんどで、ノウハウや技術の伝承ができておらず、皆一生

懸命やっているが、疲弊感が多いのが現実 

〇仕事量が多い、人員不足 

 ・ 人員と業務のバランスが悪い。どこも職員が少なく、仕事が多い。 

 ・ 人員削減に伴う人員の不足、危機時に対応が難しい。 

 ・ 業務量が増大しており、管理職に余裕がない。 
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 ・ 現場の本当の苦労を知らないで、予算や事業が企画されている。少ない職場で仕事は増

える一方。担当業務をこなすだけで精一杯でサービス残業も多い。このような状況で、最

高の仕事、成果を出すことなどできるわけがない。 

〇人材不足・人材育成 

  ・ 若手職員のみならず、係長級職員においても、技術力の不足がかなりみられる。職員の

レベルアップが急務である。 

    ・ 人材育成にもっと時間と力を注ぐべきではないか。 

  ・ 仕事量に比べ、人員が少ないため管理職でも担当を持っており、若い人たちに目が届か

なくなってきている。県で大切なのはひとづくりであり、若手をどう育成していくかがカ

ギではないか。 

〇部局間等横の連携 

  ・ 自分たちの仕事に精一杯で、関係部局や相手のことを考えている余裕がない。それが常

にそうなっているので、仕事の仕方が独断的で、それが当たり前と思っている。 

  ・ 自分の所管の業務はしっかりやるが、他部門に係る業務に協力して成果を出す部分につ

いては、感心が低い場合もあり、改善の余地があるのではないか。 

 〇組織目標等 

  ・ 県としての長期的方向性を職員がほとんど理解していない、理解する余裕の無い程忙し

くなっている。度重なる組織改革や人員削減でも業務の見直しができていないため。  

  

(3) 課題の状況・考察 

ア 職員数等の状況 

県では、「長野県行政・財政改革方針」に基づき、H24 年度から H28 年度までに全体の５％に

相当する 1,367人の職員数削減を目標として定員適正化に取り組んでいる。 平成 23年 

27,293 人→平成 26年 26,762 人 △ 531人（△ 2％） 

 

 

 

 

長野県職員数の推移（人） 
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イ 職員の年齢構成の状況 

   長野県職員の年齢構成は下図のとおりであり、40 代から 50 代の割合が多く、30代の職員の

割合が低い。平成 10～19年度に採用を抑制したためである。  

    

 

  ウ 課題の考察 

     

 

若年層 中堅層 

長野県職員年齢構成（男女別） 
警察職員・教育職員を除く。 
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アンケートでは、46.5%の人が「仕事量が多い・人員不足」を課題としており、組織的な課

題についての自由記載の回答の中から、職場の余裕のなさが人材育成、部局等横の連携、組

織目標等の様々な課題に絡まっている構図が見てとれる。また、年齢構成の偏りやアウトソ

ーシングの増加などからノウハウ・技術の伝承に危機感を抱く人が多かった。アンケートを

参考に、課題の考察を行ったのが上図である。 

 

 (4) キーパーソンインタビュー 

   ３人のキーパーソンと「活力のあるよりよい組織」について、個別に意見交換をした。 

   ① 課長職（男性） 

     ・ 課の中のコミュニケーションはとれていると思う。周りが何の仕事をしているかにまで

聞き耳を立てて仕事をするように課員に言っている。 

     ・ モチベーションの維持には、スモール・サクセスの積み上げがよいと思う。 

     ・ 県組織の課題として、要らない仕事をなくしていく必要がある。また、自分の部局のこ

とについては、詳しいが、他の部署のことには疎いところがある。 

     ・ 上層部との問題意識の共有が重要。上層部の意向がわからなければもっと聞きに行く努

力が必要。 

    ・ 世の中の動きへのアンテナを高くすること。情報は待っているのではなく取りに行くく

らいの姿勢が必要。 

 

   ② 部長職（男性）  

・ 人を減らして仕事を減らさないのだから職員は疲弊している。自分の部署では、今、減ら

せる仕事について議論しようと各課に投げかけているところ。 

 仕事を減らさなければ新しいことはできない。仕事を減らすには、不安が出てくるため、

上司の覚悟も必要。 

    ・ 仕事のやり方も工夫が必要。課題が生じた場合、速やかに上司に報告し、方向性を確認し

てから作業にあたる方が効率的で仕事の質も高くなる。 

    ・ 「部下に一人（独り）で仕事をさせない」ということを心がけている。部下に仕事を任せ

るが、中途でも相談に乗ったり、自分ならどう仕事をするか考え部下と議論したりしなが

ら一緒に作り上げていくことを大事にしている。 

    ・ 自分はこの仕事をやったという達成感はモチベーションを上げる。by name の意識で仕

事をするとよい。 

    ・ 職員の意識を変えるには、上司の意識が重要。いろいろな上司の下で働けば、自然と仕

事のやり方が見についてくる。コミュニケーションが大事。 

    ・ 楽しく仕事をしようという気持ちをそれぞれの職員が持つと活力のあるより良い組織に

なるのではないか。 

    ・ 自分が上司だったら、知事だったらどう考えるかと、一歩先に考えを巡らせていると、

上司の指示の必要性も理解できて、やらされ感よりもやらなければという意識になってい

くのではないか。 

    ・ 部局間の連携のとり方としては、担当者レベルでは進まないことが多い。まず部長レベ

ルで連携をとることが必要ではないか。 
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   ③ 担当部長(女性)   

    ・ 困難で緊張感がある職場のうち、所長－課長－係長－係員と層が厚く、組織がしっかり

としているところは、所としての判断が示され、一人で仕事をしているのではないという

安心感、皆で仕事をしているという雰囲気があった。そういう安心感や雰囲気は職員の負

担感を軽減し、よりよい仕事をしようという気にさせていた。逆に、層が薄い小さい職場

では、仕事を相談できる人が少なく、仕事の量は大きな所と比較して少なくても職員の負

担感は大きかった。 

    ・ 自分が本当に必要だと思う仕事や研修であれば、満足感も高くなると思うが、そうでな

ければ、やらされ感いっぱいになってしまう。 

    ・ 県民が県政に求めるニーズは様々で、多くなっており、その中で減らせる仕事があるの

かなというのが率直な感想。人を増やさなければならないところは人を増やした方がよい。 

    ・ 特に本庁の課長補佐は、自分の仕事をこなしながら係員の面倒を見ていてとても忙しく

て大変。そんなところに新しい仕事がいけば、やらされ感になってしまうのは仕方がない

かもしれない。 

 

 (5) 過去のマネジメント部会参加者の研究の整理 

　　過去のマネ友は、実態をどう捉え、どのような策を打ったのか。

平成２３年度（２０１１年度） 平成２４年度（２０１２年度） 平成２５年度（２０１３年度）

組織・人材の現状

１　基準、手続き等行政的な説明になって
　しまう。周囲からの身の守り方を考えてし
　まう。
２　上司の力量、性格によって違う。同じ
　組織の人が、今何の仕事をしているか
　分からないことがある。

１　住民との距離感（県のポジション、イメ
　ージ）
２　理念が本当の意味で共有されていない
３　個々で業務をしている。

１　県民目線で考えているが、行動して
　いない（冷めてしまっている）
２　現状でよしとして変化を望まない
３　職員が組織目標を意識していない

組織・人材のありたい
姿（状態）

１　大多数の県民が”何を考えているの
　か”、”何を聞きたいのか"を考えられる。
２　トップと幹部、課長と課員での情報共有
　による信頼関係の構築が出来ている。

１　信頼される県職員
２　理念が行動として現れる
３　孤独な過重負担職員がいない

１　県民目線で行動している
２　必要な変化を厭わない
３　職員の組織目標へのベクトルが
　揃っている
　　⇒冷めた職員の意識の再熱

今こそとりくむべき課
題
（今着眼して取り組む
こと）

１　①意識改革のきっかけを作る
　　②現場の声をくみ上げる機会を積極的
　　に作る
　　③評価方法の見直し
２　①情報共有のシステムを作る
　　②対面形式での話合いの場づくり

【着眼点】”住民の思い”を推し測れ、”理
　念”に基づいた行動で課題に立ち向かう

【打つべき施策】
１　住民と思いを共にする機会に参加する
２　理念を個人の活動目標に落とし込む
３　チームワークを活かす

【今、着眼して取り組むこと】
・行動する職員　”思考”から”行動”へ
・大きなうねりを起こすため、まずシーズ
　（seeds）から

施策

意識改革
　・住民起点が出来ている人の話を聞く
　・県民ニーズについて考える機会を作る
　　（ダイアログ）
　・起案文書に県民ニーズ用紙を添付する
　・人事評価の見直し

・地域活動（ボランティア等）への積極的
　参加
・業績評価シートの修正提案
・庁内放送で理念を意識付ける
・朝会・係会等ミーティングの実施

・職員による政策研究
　（オフィシャルなシーズ）
・行動する職員集団の結成
　（自発的なシーズ）
・組織目標の共有
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２ 成果発表 

 (1) ８月夏合宿発表（東京） 

 

    

   幹事から、長野県には、前年度からの繋がりがあり「政策研究*1」や「ＳＨＩＰ（信州イノ

ベーションフォーラム）**2といったよい取組があるので、それを活用していく方向を検討す
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る方がよいという意見をいただいた。 

   *1 政策研究 ･･･ 職員が研究テーマに応じて、市町村や企業ＮＰＯの職員の方々とともにグ

ループで県政課題を研究する。研究成果は政策提言として研究成果報告会でプレゼンテーショ

ンし、高く評価された提言は予算化等施策に反映される。（平成 25年度～） 

 **2 ＳＨＩＰ（信州イノベーションプロジェクト） ･･･ 長野県庁の若手職員が中心となり立

ち上げた、組織や事業の枠を超えた地域との連携、協働を進めていく団体。（H25政策研究の研

究グループ） 

     

(2) 10 月第４回研究会発表（長野） 
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10 月の第４回研究部会では部会長から「これで組織が変わるのか。現場感がない。」という厳し

い意見をいただいた。また、幹事から「大きな組織の場合」は仕掛けづくりや、システムとして動

かしていくことが大事という助言もいただいた。 

 

３ 次年度に向けた展望 

  来年度以降、県の人材マネジメントに関わる改正が次のとおり予定されている。 

 

(1) 職員キャリア開発センターの設置（H27.４） 

  職員のキャリアを開発する機能を強化するため、職員研修及び政策研究業務を自治研修所から

本庁に移管し、人事評価制度やワークライフバランスの推進等もあわせて所管する「職員キャリ

ア開発センター」を設置するとともに、職員研修体系を次のとおり見直す。 

①「共感力」「政策力」「発信力」の早期習得を図る。 

②自ら選択し、学ぶ「選択型研修」を充実 

③市町村職員等との「交流研修」を拡充 

④各職場で人材を育てる「教育力・指導力」を養成 

 

 (2) 人事評価制度の改定（H27.４） 

   ア 職務遂行力評価の評価項目に、人材育成基本方針に示された「目指すべき職員像」を反映。 

イ 目標設定時のグループミーティング 

     それぞれの職員の取組の成果を組織としてのパフォーマンスの向上につなげるために、係

等の取組の方向性を確認し、係員がお互いに協力すべきことなどを共有するために、目標設

定時に係等の単位でミーティングを実施する。 

   ウ チャレンジ目標の設定 

     自ら進んで挑戦しようとする意欲を喚起し、より主体的に取組もうとする人材を育成する

ため、これまでの業務目標とは別に任意でチャレンジ目標を設定する。 

 

 (3) 36 協定等締結（H27.３） 

   平成 27 年３月に県と長野県職員組合との間で「時間外及び休日勤務に関する基本確認書」を締

結。各所属で労使双方による「時間外勤務縮減対策委員会」において時間外及び休日勤務の状況、

発生原因の分析、縮減策、サービス残業の防止策の検討を行い、所属長と各職場の職員の代表が

協定書を提出することとなった。 

 

４ 自分達としての取組シナリオ及び１年後に目指す状態と創り出したい変化等 

 

『私たちは、一人の職員として、他の組織等と協働し、地域課題を研究する政策研究や、業務改

善の取組、普段の職場の会話などをとおして、「立ち位置を変える」「価値前提で考える」「一人

称で捉え語る」を日々問い直し、一人でも多くの職員の意識に浸透するよう工夫し取り組みま

す。』 
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これは１月 30 日の私たちのコミットメントである。 

個別の取組は次のとおりである。 

 

 (1) 行政経営理念・組織目標の浸透、役割認識の強化 

   それぞれの職場において、期首のグループミーティングで組織目標を確認し合い、その他課 

会・係会などにおいても行政経営理念や組織目標が浸透するように努める。 

 自分達の総合政策課、行政改革課、自治研修所という所属の仕事をとおして、多くの県職員

が「ふるさと長野県の発展と県民の幸福のために貢献する」意欲を持ち、チームとして協力し

合い、成果をあげることにこだわりを持つ等行政経営理念が浸透し、仕事の押し付け合いやや

らされ感が少なくなるよう機会をとらえて取り組む。メルマガや職員研修等種々の機会を活用

する。 

 自分達が、仕事の押し付け合いの場面に遭遇した場合は、上司や相手方とよく討論（ダイア

ローグ）し、協力しよりよい成果が生まれるようにすることを心がける。 

    役割認識の強化を図るため職員キャリア開発センター（旧自治研修所）の業務をとおして 

   職務遂行力評価の評価項目の周知に努める。 

 

 (2) 業務量を減らす取組み 

   ただ業務を減らすだけでは、職員のモチベーションが低下するのではないか、業務の減らし方

にも工夫や仕かけ、外への見せ方が必要という意見を幹事からいただいた。また、部課長のマネ

ージメントについて夏のシンポジウムの部会長の発表をもう一度踏まえ、改革していくことが必

要ではないかというご意見もいただいた。自分達の組織に落とし込めるか、どう落とし込めるか、

どのようなやり方ができるのか、これについては、慎重に考えていく必要がある。自分達組織に

受け入れられるやり方、方法について更に考えていきたい。 

 

 (3) 政策研究の改善 

   政策研究を受講した研究生からは「異なる職種・業種・年齢の職員が、共通のテーマについて

研究でき、得難い経験だった。」「一つのテーマを掘り下げて研究することができ力（ちから）と

なった。」等々政策研究をして良かったという意見も寄せられている。課題として挙げられるこ

ともあるが、来年度も引き続き職員のモチベーションや政策を創る力が向上するよう支援してい

くとともに、人材マネジメントの理念が研究生をとおして県組織全体へ浸透していくようチーフ

アドバイザーの北川先生のお力をお借りしながら働きかけていきたい。 

 

【付記】自らの気づき、学び、変化、今後の展望 

 

〇企画振興部総合政策課 北澤 浩 

もやもや・・・。すっきりしない・・・。人材マネジメント部会に参加した初日から本日に至

るまで持ち続けている気持ちである。 

   少なくとも「組織の機能を最大限発揮させるために必要なことは何か」ということを、これほ

ど真剣に考えた１年はなかった。しかしながら、現時点で自分の腹に落ちる答えは出ていない。 

   人事評価制度など、人材マネジメントに関する諸制度が整備されていない小規模な自治体の参
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加者の取組を無邪気に思い、羨ましく思うこともあった。一方、諸制度は一応整備されている、 

一見運用もスムーズに行われているように見える自分の自治体ならではのアプローチが必ずあ

るはずだと考え続けもした。しかし答えは出なかった。やはりすっきりしない。 

   私が今回、このような機会を得て、このようなことを考え、このように執筆しているのは偶然

ではなく必然。「立ち位置を変える」、「価値前提で考える」、「一人称で捉え語る」そして「一歩

前に踏み出す」。これらのこともまだ体に染み付いていないが、このキーワードは常に頭の中に

は持ち続けていたい。自分が今の職場で今の業務を行っているのも必然。必然として与えられた

機会を組織のため、そして自分自身のために最大限活かせるよう精進していきたい。 

 

〇総務部行政改革課 滝澤 正崇 

長野県という組織の課題。部会に参加する前、私は漠然と仕事の忙しさにあると考えていた。

仕事が減らない中で、年々職員数は減少している。職員は疲弊し、目の前の仕事を片付けること

だけに精一杯になっている。 

しかし、部会に参加し、メンバーと対話をする中で、仕事が減れば、職員数が増えれば、「組

織のありたい姿」に近づくのか。住民にとって理想の組織となるのか。もちろん、組織のありた

い姿に近づくために重要なファクターであると考えているが、そこには疑問があった。私にとっ

てのはじめの気づきがここにあった。 

ありたい姿について県のメンバーで対話したことや、部会に参加した自治体のメンバーと様々

なテーマでダイアログできたことは、非常に刺激になり、多くのものを得ることができた。 

来年度以降の取組で、本当に組織が変わっていくのか。手探りで取組を進めていくこととなる

が、少なくとも今年度部会に参加したことで、自分の中で変わるものがあったことは確かである。

「立ち位置を変える」、「価値前提で考える」、「一人称で捉え語る」。基本の考えを念頭に、一歩

ずつ取組を進めていきたい。 

 

〇自治研修所 中沢洋子 

人材マネジメント部会に参加する前、「目の前の仕事をこなすのに精いっぱい。新しい仕事が

降ってきた、どうさばくか。」というのが私の日常であり、感覚であり、組織変革、意識改革に

まで思いが至らない「組織って変わる必要があるの？」という鈍感さ、部会用語でいうと「思考

停止」で、近くしか見えない状況で仕事をしてきました。 

そして、人材マネジメント部会に参加して様々な言葉が自分に突き刺さり、また、研究生の皆

さんから刺激を受けました。 

   「この動きにくさはなんだろう。」と他の自治体の方の発表を聞きながら思いました。それは、

組織が大きいせい又はとてつもなく大きく見えるからかもしれないし、長年培われてきた組織風

土のせいかもしれない。まだまだ掘り下げなければなりません。でも一人称で捉えると、力不足

というか「覚悟」の問題とも思えてきます。 

「実際に動き出すのはいつですか。誰ですか。」最近読んだ本（高野誠鮮 2012 ローマ法王

に米を食べさせた男 講談社）の冒頭にありました。 

部会に参加して得たこのもやもや感を抱えながらも、県民の幸福のために、仕事をしていきた

いと思います。  
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  皆様、お世話になりました。ありがとうございました。  
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私たちは、県民起点で真摯に行動します。 

 
 

私たちは、様々な組織と協働します。 
 
 
私たちは、成果をあげることにこだわりを持ちます。 

 
 

私たちは、平均ではなく最高を目指します。 
 
 

私たちは、変化を恐れず挑戦します。 
 
 

私たちは、責任感を持って主体的に行動します。 
 
 
私たちは、チームとして協力し合います。 

 
 
 

長 野 県 行 政 経 営 理 念 
 

県の行政経営に当たり、これまで当たり前のこととして明確に意識してこなかった私 

たちの組織の「使命・目的（ミッション）、目指す姿（ビジョン）、価値観・行動の指針 

（バリュー）」について、新たに「行政経営理念」として定めます。 
 

 
 

【使命・目的（ミッション）】 
 

 

 

 
    

【目指す姿（ビジョン）】 

 

 

 

 

 
 
 

【価値観・行動の指針（バリュー）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊ 上記に加え、各職場にふさわしい指針を定め、自分たちのものとして取り組みます。 

最高品質の行政サービスを提供し、 

ふるさと長野県の発展と県民の幸福
しあわせ

の実現に貢献します。 
 

県民に信頼され、期待に応えられる県行政を目指します。 
 

職員が高い志と仕事への情熱を持って活躍する県組織を目指します。 

（参考） 
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